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環境苦情からみた東京都市区町村の地域特性
一用途地域別環境対策のための一考察-
1.問題関心
2.分析枠組みとデータについて
3.環境苦情の概要
4.用途地域別分析
5.結語
篠原直人*
要約
本稿では、東京都が2002年に策定した『東京都環境基本計画』で言及された土地利用別
環境対策の指針を生活者の視点から捉えなおすことを目的としている。
そのために、大気汚染、悪臭、騒音等の典型七公害を中心とする環境苦情を指標として、
東京都市区町村の地域特性を示す。環境苦情を指標とした理由は、環境苦情が産業型公害
以外の生活型公害をも包含しており、工業系から住宅系までの様々な用途地域を視野に入
れられることになるからである。
分析の枠組みとしては、『東京都環境基本計画』に対応すべく用途地域を5つに再分類す
る。その上で、 1haあたり環境苦情量によって、 5用途地域ごとに、東京都の市区町村を3
グループに分類する。そして各グループにおける地域構成および環境苦情の性質を分析す
ることによって東京都の地域特性を把握する。
その結果、①苦情の起こりやすさには各用途地域間で格差がある。②苦情の起こりやす
さについての地域構成のあり方も用途地域で違いがある。という 2点が確認され、その上
で、各用途地域の地域構成からは環境政策への提言となるいくつかの知見が得られた。
1 .問題関心
21世紀を迎え、東京都は、 2001年に従来の公
害防止条例を全面改正し、環境確保条例として生
まれ変わらせた。そして 2002年には『東京都環
境基本計画』を策定し、環境政策の枠組みを整え
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つつある。この『環境基本計画』の中に、土地利
用別環境対策の指針が述べられている。これは、
現在 12に区分されている各用途地域を①住居系
用途地域 ②商業業務系用途地域 ③住居、商業
業務混合地域 ④工業系用途地域 ⑤住工混合地
域の5つに再分類し、各地域の環境対策を述べた
ものである。そしてこの中でも基本的指針となる、
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表1 東京都環境基本計画土地利用別環境対策(抜粋)
住宅系土地利用 商業・業務系土地利用
住宅系の土地利用が! 商業や業務機能が集積してい
中心の地域においては、 |る地域においては、以下のとお
以下のとおり、良好な|り、商業・業務機能の活力を維
生活環境の確保を目指|持しながら、地域の環境に配慮
した士地利用を図る。 Iした土地利用を図る。
業・商・住複合市街地 | 工業系土地利用
商業や業務機能の集積に加| 工場などの生産機能
え、住宅が複合的に立地して|が集積している工業地
いる地域においては、以下の|等の地域においては、
とおり、商業業務機能の活力 l以下のとおり、環境の
を維持しつつ、居住環境に配|負荷の低減を目指した
慮した土地利用を図る。 I土地利用を図る。
住・工複合市街地
工業と住宅が複合して立地してい
る地域においては、以下のとおり工
業等の活動を維持しながら、混在す
る住宅への環境影響を極力抑え、良
好な住環境の実現に努める。
出典東京都環境基本計画
「配慮の考え方」を抜き出したのが表 1である。
用途地域は都市計画上の区分であるため、当然
環境政策においても重要な区分であり、『環境基
本計画』もこの点に注目して土地利用別環境対策
を加えたのだと考えられる。
しかし、表 1でも分かるように、『環境基本計
画Jははあくまでも環境対策の大枠を定めた指針
であり、環境保全と経済的機能のバランスを中心
に述べられている。そのため、各用途地域での環
境問題の実態はあまり触れられていない。そこで
本稿では、この用途地域別環境対策の一つの前提
となるべく、各用途地域での環境問題の実態を概
観する。
そして、その指標として環境苦情(注(1))を用
いる。その理由は次の2点である。第 lに、環境
苦情は産業型公害のみならず、幅広く環境問題を
捉えるのに適している。よって、住居系から工業
系まで幅広い用途地域での環境問題の実態を概観
するには適当な指標であろう。第2に、環境問題
が従来のように産業型公害中心ではなく、より多
様化した状況においては、問題自体が以前より捉
えにくくなっている。このような状況では生活者
の声が問題を捉えるために重要度を増すと考えら
れる。しかも、都市計画等の都レベルの政策にお
いては、ある程度マクロに環境問題の実態を把握
することが望まれる。この点において環境苦情は、
個々の生活者の主観的世界と都レベルの政策的課
題のかけはしとなることによって、東京都の環境
政策に対し寄与することができると考えられる。
もちろん、環境基本計画は環境苦情だけに注目
して策定されたのではない。しかも土地利用別環
境対策はあくまでも指針であり、ある程度の一般
性を満たさなければならない。よって、ここでの
分析は、用途地域別環境対策の全面的な改良を求
めたものではなく、あくまでも環境苦情という一
面から見た用途地域別の実態を記述するに過ぎな
い。しかし、当該地域に関わりをもっ生活者の声
という環境苦情の性質を考慮するならば、たとえ
部分的であっても、それは「重要な部分」である
と考える。なぜなら、産業界の論理と経済の論理
を中心とした環境政策から、生活者の声を中心に
据えた環境政策への転換こそが、今後東京都に求
められる課題だからである。
2. 分析枠組みとデータについて
2. 1 使用データの概略
本研究での分析は、 2000年に東京都および都
内の各市区町村の行政機関に寄せられた合計
8，690件(注(2))の苦情をもとに、これを東京都
が様々な角度から分類、整理した冊子である『苦
情統計 平成12年度版』をデータとしている。
『苦情統計』ではこれらの苦情を、①発生源と
なる施設②発生源が位置する用途地域③公害現象
等の観点から分類(注(3))し、これら 3つをそれぞ
れ各市区町村別分類とクロスさせる形で整理して
いる。東京都環境基本計画における土地利用別環
境対策と対応させるため、本稿では、このうち②
発生源が位置する用途地域に注目して分析を行っ
ていきたい。また、この他に、①と②を各市区町
村と2重にクロスさせたデータも『苦情統計Jに
は用意されているので、②における苦情数の分析
の際に、補助的に使用する。
また、分析単位としては、東京都全体が分析範
囲であることを意識して市区町村レベルとし、市
区町村別に分けられた『苦情統計』のデータをそ
のまま利用する。
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2. 2 使用変数
本稿で注目する用途地域別の苦情統計は、苦情の
発生源が都市計画法の用途地域区分のうちどの地
域にあたるかという観点から、苦情を分類したも
のである。それによると、用途地域は、都市計画
法に従い①低層住宅②中高層住宅③住居④近隣商
業⑤商業⑥準工業⑦工業⑧工業専用の 8つ(注
(4))に分かれている。
しかし、前述(表1)のように、東京都の環
境基本計画ではこれらの用途地域を5つに再分類
し、それぞれの地域の環境対策を述べている。
よって、本稿では環境基本計画に対応させるため
に、これらをおおまかに1.住居系用途地域(①
~③を統合)2.近隣商業地域(④を使用。住宅、
業務商業混合地域に対応)3.商業地域(⑤を使
用。業務商業地域に対応)4.準工業地域(⑥を
使用。住工混合地域に対応)5.工業系用途地域
(⑦⑧を統合)の 5つに再分類し、この5用途地
域での市区町村ごと苦情数を使用変数とする。
この5用途地域を、分かりやすくするため、更
に住居系、商業系、工業系の3地域に統合し、そ
れらが東京都のどのような地域に指定されている
かを示した略図が図 1である o
*東京都環境基本計画p112を
参考に筆者が作成
図1 東京都の用途地域指定(略図)
図1を見ると、ある程度まとまって指定されて
いる地域と点在する小規模の指定地域が併存して
おり、指定された用途地域の面積において、市区
町村間で大きな格差が存在するのが分かる。よっ
て、用途地域別苦情数の地域的分布を把握するだ
けでは、指定された用途地域面積が広いほど苦情
が発生するチャンスが大きくなるので、結局用途
地域指定の地域的分布と苦情数の地域的分布がほ
ぼ一致するということになってしまう。これでは、
苦情の発生しやすさが観察できない。そこで、本
稿では、上記の5用途地域別の苦情数と各市区町
村別の5用途地域の指定面積を使用して 1haあた
り苦情数を析出し、分析に使用する。これによっ
て、用途地域の広さを統制でき、苦情の発生しや
すさがより明確に観察できるのである。つまり、
1 haあたり苦情数が多ければ、それだけ苦情が発
生しやすい市区町村であると判断できるのである
(注(5)。
また、次の点にも注意すべきである。苦情の発
生した用途地域は、あくまでも用途「地域」で
あって、直接に発生源となった住宅、工場、商業
施設を分類の基準にしているわけではない。両者
は別の分類基準と考えるべきである。例えば工業
地域で発生した苦情のうち、全てが工場を発生掠
としている訳ではない。現に、工業地域で発生し
た苦情のうち工場を発生源とする苦情は51.7%に
過ぎないのである。
この点を補充したものが2.1で触れた発生源
別苦情数と用途地域別苦情数を、各市町村と二重
にクロスさせたデータである。このデータは、上
述の5用途地域ごとに、発生源に注目して①工場
②指定作業所③建設作業場④一般の4つに更に区
分されている。このうち①工場、②指定作業所と
は都の環境確保条例によって指定された事業所で
あり、それによると、使用する原動機の動力数お
よび加工、製造対象によって規定される事業所を
工場とし、それ以外で環境負荷が予測される事業
所を指定作業所(注(6) としている。また、③は
増改築を含むあらゆる建設作業場を発生源とする
苦情を指し、④は家庭、商業施設、および①②以
外の小規模な工業関係施設等、①~③に含まれな
い多様な苦'情を含んでいる。本稿では、用途地域
別 1haあたり苦情数の分析の際にこのデータをも
補足的に使用し、より細密に環境苦情の地域特性
に迫ることを目指す。
2. 3 分析枠組み
上記のような変数を使用した分析枠組みは、次
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のようなものである。まず 1haあたり苦情数が少
ない順に、互いに同数の市区町村で構成される 3
つのグループに分ける(注(7))。そして各グルー
プの地域的分布を検討することで東京都の地域特
性を把握する。このようにして把握された 1haあ
たり苦情数による用途地域ごとの地域特性は、各
用途地域における苦情の起こりやすさの地域的分
布であり、東京都環境基本計画の用途地域別環境
対策を、その土地に関わる生活者の視点から捉え
直すための試みの一つである。
しかし、苦情の種類や被害の程度を考慮に入れ
ていない点では、本稿には s定の限界を認めざる
を得ない。しかし、これには、次の2つの理由が
ある o まず苦情の種類については、次の通りであ
る。各用途地域で起こる苦情の種類のパターンは、
そこに立地している施設の種類から大まかには予
測可能である。しかし苦情の量は、必ずしも建物
立地からは予測できない。そこで本稿では苦情の
量に注目した。また、苦情の程度については、本
稿では大まかな地域特性の把握を目的としており、
個々の被害の重さは別途の研究でフォローされる
べきであると考える。
3. 環境苦情の概要
用途地域別の環境苦情の分析に移る前に、環境
苦情をより一般的に概観しておく。
経済の高度成長に伴う産業型公害の多発期にお
いては、公害とは技術的、医学的指標をともなう
ものとされた。それは、 1967年から 1969年にか
けて提訴された四大公害裁判において重要な争点
となってきた。そしてこのことは、四大公害以外
の公害にも影響を与え、企業は公害防止対策を迫
られるようになる(神長2001)。
しかし、上記のような発生源の明確な産業型公
害のみではなく、発生源が不明確な生活型公害が
1970年代以降増加してきた。この種の公害は産
業型公害のように単一の枠組みでは捉えにくいも
のである。それは、四大公害等の深刻な被害の陰
に隠れていたが、急激な都市への人口流入を背景
に、徐々に問題化していったものである。このよ
うな公害の多様化を反映したのが生活者によって
申し立てられるばい煙、悪臭、騒音等の苦情で
あった。事実、苦情受理件数は、四大公害の提訴
期と重なる 1968~69年に急速に増加し、その後
1970年代前半にピークを迎える。
しかしその後、高度成長期の終意とともに、苦
情件数も徐々に減少していった。公害は人々の意
識の中では以前ほどのインパクトを持たなくなっ
ていったのだろう。
しかし苦情件数は 1996年より再び増加に転じ、
1998年には 70年代後半の水準にまで増加してき
ている。この増加の原因は未解明だが、ダイオキ
シン問題等に触発された個々人の環境意識の高ま
りが大きな役割を果たしていると考えられる。現
に、公害紛争処理白書によると、 2000年には、
苦情件数がピークであった 1972、73年についで
過去3番目に全国での環境苦情が多発している。
このうち、もっとも苦情が多かったのが大気汚染
で、その大半が近所での焚き火や野焼きに対する
ものである。この理由としては、 97年のいわゆ
るダイオキシン騒動以降、健康への影響の有無と
は関係なく、ダイオキシン等への不安から苦情を
寄せる例が増加したからだと考えられる。また悪
臭も増加しており、調理や生ゴミ、家庭菜園の肥
料など家庭生活にともなう臭いの他、農業の肥料
や建設工事の塗装の臭いへの苦情が増えた。このよ
うに、近年における苦情の性質としては、工場の
排気や排水を原因としたものというよりは、近隣世
帯を発生源とする不快な臭い、音に敏感になった
ゆえに苦情を訴えるケースが増えている(朝日新
聞02年8月2日)。
東京都においても、 1960~70年代に、産業や
人口の集中、自動車の普及等により、急速に環境
悪化が進み、 1970年には光化学スモッグが発生、
74年には酸性雨が観測される。しかしその後、
各種規制の強化や工場の減少にともない、産業型
公害はある程度改善された。しかし、一般家庭を
発生源とするばい煙、騒音、悪臭等の苦情や飲食
店の深夜営業に伴う騒音、悪臭等の苦情が新たに
問題となっている。そもそも東京都は、人口が相
対的に過密であり、また住工混合地域も多いため、
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環境苦情が発生しやすい状況になっている。
2000年の東京都の環境苦情発生総数を市区町
村別に集計すると、図2のようになる。ここから
も分かるように、 23区城東城北地域の住工混合地
域で苦情が多く発生していることが読み取れる。
また、大田区や世田谷区といった城南地域や町田
市、八王子市が含まれる多摩南部地域も苦情が多
発しており、単純には捉えられないような地域構
成となっている。
図2 環境苦情総数の地域分布
4. 用途地域別分析
4. 1 住宅系用途地域における環境苦情
住宅系用途地域は、図1から分かるように、最
も広い地域が指定されている用途地域である。そ
して、図3のように各市区町村に分布している 1
haあたり苦情数は平均が 1haあたり0.061件であ
り、 5用途地域の中で最も低い数値となっている。
また、その地域的分布は図 4(注(8))のとおりで
ある。
図4によると、 23区では都心部、城北城東地域、
および城南地域、そして市町村部では 23区寄り
の地域から北部多摩地域にかけての地域に苦情が
相対的に多く発生する構成になっている。その一
方で、住宅系用途地域に高比率で指定され、世帯
数も多い練馬区と杉並区、八王子市と町田市の 1
haあたり苦情数は、相対的に低くなっている。
また、この地域における苦情数の発生源別比率を
みると工場8.6%、指定作業所6.7%、建設作業場
20.8%、一般63.9%(注(9))と単一の原因が想定
重300
型200
住宅系用途地犠
11~ .lu.l.IIIJ.I.II.lbJUII.llUIII.I.1 
ー許制臨時措明帯臨時噌明稽端視
図3 住宅系用途地域における lhaあたり苦情数
注総J霊惣
.0&9四 0.148(18) 
図0.050-0.089(15) 
口a∞5四 0.050(19) 
図4 住宅系用途地域における苦情の地域分布
しにくい一般が過半数を占めている。
これらのことは、住宅地における環境苦情がさ
まざまな要因によって影響を受けていることを示
している。事実、近年のダイオキシン騒動の影響
を受けたと見られる環境苦情急増の要因になって
いるのも住宅地域を発生源とする環境苦情であり、
空間的な地域特性だけでなく住民の意識面が大き
く作用する領域であるといえよう。よって、住宅
地域における環境苦情は、時間的、空間的により
特定されたインテンシブな事例研究の蓄積が必要
な領域であると思われる。
第 1グループ
23区部においては、台東区、足立区、江戸川区、
葛飾区、板橋区、大田区、目黒区、品川区、渋谷
区、中野区、豊島区、中央区、港区の 13区部、市
部では狛江市、武蔵野市、田無市、福生市、昭島
市の 5市部、計 18市区部が含まれる。
23区における包含地域は、城北城東地域、副都
心地域および城南地域が中心となっている。発生
源を見ると、このグループの 23区苦情数の比率
(注(10))が工場9.6%、指定作業所5.7%、建設作
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業場23.8%、一般60.9%であり、住宅用途地域全
体と比べると工場、建設作業場の比率がやや高ま
り、指定作業所、一般がやや低くなっている。中で
も、城東地域においては工場を発生源とする苦情
が特に多く、また、副都心地域および、城南地域は
建設作業場を発生源とする苦情が特に多くなって
おり(注(11))、それぞれの地域に却した対策が
必要である。
次に市部については、包含地域が散在しており
地域構成は捉えにくい。しかし発生源においては、
工場4.2%、指定作業所8.7%、建設作業場12.3%、
一般 74.9%であり、一般の比率が23区部と比べ
ると高く、そして比率は小さいながらも指定作業
所が工場を上回っている点が特徴であり、一般の
種類および指定作業所の業種に応じた個別の対応
が必要である。
第2グループ
23区部においては、新宿区、墨田区の2区部、
市町部においては、東から順に、調布市、三鷹市、
小金井市、小平市、保谷市、東久留米市、清瀬市、
立川市、東大和市、武蔵村山市、瑞穂町、羽村市、
日の出町の 13市部、計 15市区部が含まれる。
このグループは、第1グループとは逆に、市町
部が多く属している点に注意すべきである。そし
てこれらの市町は多摩東南部から北西に向かつて
広く分布している。また、これらの市町部を発生
源別に見ると、工場6.0%、指定作業所4.9%、建
設作業場10.0%、一般79.1%であり、第1グルー
プ市部とは逆に工場比率が指定作業所比率を上
回っており、大規模な環境破壊を想定した対策が
必要である。また、一般の比率が第1グループ市
部よりも更に高くなっているのでより個別の対応
が必要になってくる。しかし瑞穂町は、工場、指
定作業所が全体の49%を占め、またその中でも指
定作業所の比率が工場を大きく上回って一般と同
じ比率にまでなっている点で他の市部とは異質で
あり、特別の注意が必要であろう。
第3グループ(注(12))
残りの 19市区町村が含まれる。市部においては、
町田市、八王子市、日野市、多摩市、稲城市、府
中市といった南部に位置する地域が中心である。
23区部においては世帯数の少ない千代田区、
文京区、荒川区、北区と世帯数の多い世田谷区、
杉並区、練馬区、江東区に2分される。その中で
も杉並区、練馬区は、世帯数が多いにもかかわら
ず、 1haあたり苦情がきわめて少ない地域(練馬
区0.014件、杉並区0.011件、ちなみに世田谷区は
0.049件)として特徴的である。しかし、このうち
の杉並区では、近年杉並病と呼ばれる健康被害が
報告されており、住民の環境意識が低いとは考え
られない。むしろ閑静な住宅地という地域イメー
ジが住民による内発的な規制をもたらすことで、
苦情の発生が抑えられているのかもしれない。ま
た、江東区も世帯数が多いにもかかわらず苦情が
起こりにくい地域であるが、近年、江東区では工
場跡地に立地するマンションが急増しており、今
後の苦情動向が注目される。
4. 2 近隣商業地域における環境苦情
近隣商業地域は、用途地域指定基準によると、
近隣に居住している住民の日用品の供給を行うこ
とを主たる目的としている用途地域である。その
ため、住宅地域と隣接していることがこの用途地
域の特徴である。よって、大規模な商業施設が集
積する都心部の千代田区、中央区では、近隣商業
地域に指定されている土地が皆無であり、多くの
土地が商業地域 (4.3参照)に指定されている。
図5のように各市区町村に分布している 1haあ
たり苦情数の平均値は 0.111件であり、商業地域
には及ばないが、 5用途地域中 2番目に高い数値
となっている。これを発生源別にみると工場
8.7%、指定作業所6.2%、建設作業場25.9%、一
般 59.1%であり、住宅系用途地域と比べると、
一般の比率がやや低下したが、その分建設作業場
比率が高くなっている。
次に地域的分布については、地域特性が比較的
捉えやすい構成である。 23区においては、図6の
ように、商業系の諸用途地域指定の分布とほぼ一
致しており、広い中心部から同心円状に外側に行
くと苦情数が減少している。市町部においては、
商業地域 (4.3参照)と比較して乗車人員の少な
い鉄道の駅周辺に多く用途地域指定されており、
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域指定がそのまま苦情の発生しやすさにつながっ
たと考えられる。
第1グループ
墨田区、台東区、江東区、品川区、目黒区、中
野区、新宿区、豊島区、渋谷区、港区の 10区部お
よび狛江市、武蔵野市、小平市、国立市、昭島市、
羽村市の6市部が含まれる。 23区においては都心
部を取り巻く地域が含まれる。いずれも商業、業
務機能の集積が見られる地域であり、これらの地
域での騒音や悪臭が大きな要素を占めていると思
われる。発生源別に見ると、工場7.5%、指定作業
所1.6%、建設作業場34.1%、一般52.0%であり、
特に建設作業場への対策が重要であることが示さ
れている。
市部においては、昭島市とその周辺部では西武
新宿線、八高線、青梅線、五日市線が交錯する拝
島駅周辺を中心に 1haあたり苦情数が高くなって
いる他、武蔵野市や小平市を通る西武新宿線沿線
でも 1haあたり苦情数が多くなっている。発生源
別に見ると、工場1.7%、指定作業所 6.8%(注
(13))、建設作業場 17.0%、一般74.6%であり、
23区部に比べると一般の比率が高く、より個別
の対策が必要であるといえよう。
第2グループ
江戸川区、葛飾区、足立区、北区、板橋区、荒
川区、練馬区、杉並区、世田谷区、大田区、文京
区の11区部および調布市、府中市、八王子市、
町田市の 4市町が含まれる。 23区においては、第
1グループのさらに外側の地域が主に含まれてい
る。発生源別にみると、工場10.9%、指定作業所
6.5%、建設作業場23.0%、一般59.6%であり、
近隣商業地域全体と比べると工場の比率が高く
なっている。第2グループが多く含まれる 23区
周辺部には、城南地域や城北、城東地域といった
工場集積地があり、近隣商業地域においてもわず
かながらそれらの工場が含まれているからだと考
えられる。よって、それらの地域では近隣商業地
域とはいえ工場にも注意が必要である。
市部においては、多摩東部から南部にかけての
4市部が含まれている。発生源別に見ると、苦情
数が極端に少ないので具体的数値への言及は避け
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図5
近隣商業地域における苦情の地域分布
これらの駅を多く含む市部で 1haあたり苦情数が
多くなる場合がいくつか見られた。
商業や業務機能が集積した商業系の諸用途地域
は、当然、そこに向かう「人の流れ」を生み出す。
このような、「人の流れ」が商業地域における苦情
を生んでいるといえよう。中心部に行けばいくほ
ど人が流れ込み、その雑踏が、騒音や悪臭、そし
て人の流れに対応するための建設行為の増加につ
ながっているのであろう。つまり、苦情を生み出
す原因となる「人の流れ」の向かう先が商業系用
途地域に指定されているのである。それゆえ、上
記のように 1haあたり苦情数の多い地域と商業系
の諸用途地域に指定された地域が大枠で一致する
のである。
しかし、近隣商業地域における 1haあたり苦情
数と商業系の用途地域指定が一致する理由はそれ
だけではない。近隣商業地域は、商業地域 (4.3 
参照)と違って、居住地と近接または混合してい
ることが特徴である。つまり苦情主が、発生源と
共に近隣商業地域には存在しているので、用途地
図6
商業地域
一一寸
図7 商業地域における lhaあたり苦情数
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るが、八王子市だけが独特のパターンを示してい
る。 4発生源に苦情が分散しており、一般が特に
高い値を示しているわけではない。しかし、その
他の地域はやはり一般の比率が高くなっている。
第3グループ
残りの 18市区町村が含まれる。 23区部はどこ
も包含されない。市部で注目されるのは、三鷹市、
小金井市、国分寺市といった中央線沿線の市であ
る。おそらく、中央線沿線で 23区に近い駅周辺
は、駅の乗降客数が多いため、近隣商業地域では
なく商業地域に比較的多くの土地が指定されてい
るからであると考えられる。 (4.3第 1グループ
参照)
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商業地域は、近隣商業地域では許容されないよ
うな大規模な商業施設や、拠点性の高い市街地を
対象に、主として商業その他の業務の利便を増進
するために指定される用途地域である。当然都心
部を中心に指定されており、その他の地域は幹線
道路や乗車人員の多い駅等の拠点'生の高い地域を
対象に指定される。近隣商業地域と比較すると、
より商業、業務施設が大規模に集積していること
が特徴である。
図7のように各市区町村に分布している 1haあ
たりの苦情数の平均値は、 0.132件であり、 5用
途地域中もっとも高い数値となっている。これを
発生源別にみると、工場3.4%、指定作業所3.6%、
建設作業場35.8%、一般57.2%である。近隣商業
と比べると、工場、指定作業所の比率が減少し、
建設作業場の比率が増加している。近隣商業地域
に比べて、より人の流れが激しくなり、それに対
応するために、各種規制もゆるやかになる。よっ
て建設行為への注意が必要で、ある。
次に地域分布を示した図8を見ると、必ずしも
図lで示されたような商業系の用途地域の地域的
分布と一致していなし'0
23区においては、多くの土地が商業地域に指定
されていた都心部を含む23区中心部は、 1haあた
り苦情数が低く抑えられている。それに対して、
むしろ商業地域と他の用途地域がモザイク状に混
lhaあがり普情数
商S量地減
・0.1%0白血盟氾 (18)
図0D40時0.120(12) ロ 0町 a例。 (19)
商業地域を発生源とする環境苦情3 4. 
商業地域における苦情の地域分布
在しているその周辺部において 1haあたり苦情数
が高くなる構成となっているのである。近隣商業
とは逆の地域構成である。
次に市部においては、近隣商業地域と同じく鉄
道の駅周辺に広がる地域が都市計画で指定されて
いる場合が多いが、近隣商業地域よりも乗車人員
の多い駅周辺が商業地域に多く指定されている。
1 haあたり苦情数も、乗車人員の多い駅の周辺で
大きくなる場合がいくつか見られた。
第1グループ
図8
23区においては、江戸川区、葛飾区、墨田区、
台東区、荒川区、板橋区、豊島区、中野区、世田
谷区、目黒区、品川区の 11区が含まれ、市町村
部においては三鷹市、国分寺市、町田市、東久留
米市、東大和市、福生市、昭島市の7市部が含ま
れる。
23区においては、都心部を含む中心部ではな
く、その周辺部が多く含まれている。発生源別に
見ると、工場4.4%、指定作業所3.2%、建設作業
場35.3%、一般57.0%であり、商業地域全体と比
167 
地域では 1haあたり苦情が大きく減少し第3グ
ループに含まれている (0.027件)。
準工業地域は、東京都の産業を支える中小の工
場の立地を認め、工場用途と他用途の共存する市
街地の形成を図るために指定されてきた。そのた
め、指定の基準としては、環境の悪化をもたらす
恐れの少ないとされる工業施設が対象となってい
る。しかし、この用途地域は、許容する用途の幅
が広いため、工業機能の育成維持と住環境の保全
のいずれも十分に図れなくなるおそれがある。
この用途地域は、隅田川から荒川にはさまれた
戦前からの中小工場集積地に広く指定されている
ほか、 23区においては南部の臨海部と多摩川沿
い、市町村部では八王子中心市街地の北に隣接す
るエリアや JR青梅線や南武線沿いにもまとまっ
て指定されている。
図9のように各市区町村に分布している 1haあ
たり苦情数の平均値は 0.092件であり、商業系の
2用途地域よりは低いが、住宅系用途地域よりは
高い数値となっている。これを発生源別に見ると、
工場41.2%、指定作業所6.5%、建設作業場18.9%、
一般33.3%である。当然のごとく工場が高い比率
を示しているが、過半数を超えている発生源が皆
無でありむしろ多様な発生源が併存している地域
といえるだろう。
準工業地域における環境苦情
篠原:環境苦情からみた東京都市区町村の地域特性
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べると、工場がわずかに高い以外はほぼ同じ比率
である。
市部においては、近隣商業地域では 1haあたり
苦情数が少なかった三鷹市(0.053件)、国分寺市
(0.031件)といった 23区寄り中央線沿線の市部の
1 haあたり苦情数が大幅に増加し(三鷹市0.52件、
国分寺市 0.18件)、第 1グループに含まれている
のが注目される。 23区寄り中央線の乗車人員の
多さが影響していると考えられる。発生源別に見
ると、工場3.3%、指定作業所8.3%、建設作業場
11.7%、一般 76.7%であり、近隣商業と同じく
23区部と比べると建設作業の比率が低くなり、
一般の比率が高くなっている。ここでも個別の対
策がより重要であろう。
第2グループ
準工業地場
次に 1haあたり苦情数の地域分布においては、
図10のように、まとまって指定されている地域
を中心に、幅広い地域が苦情の発生しやすい地域
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準工業地域における lhaあたり苦情数図9
23区においては、千代田区、中央区、港区、渋
谷区、新宿区、文京区、足立区、北区、江東区、
杉並区の 10区が含まれ、市町村部においては、
調布市、府中市、日野市、八王子市、立川市、武
蔵野市、清瀬市、田無市の8市が含まれる。
23区では、千代田区、中央区の都心部をはじ
め、当然まとまって商業地域に指定されている地
域を多く含む。また、発生源別にみても、工場
1.9%、指定作業所3.2%、建設作業場44.7%、一
般50.2%であり、建設作業の比率が高く、「人の
流れ」に対応した建設行為に重点的な注意をする
ことが必要である。
次に市町部では八王子駅、分倍河原駅といった
乗車人員の多い駅が含まれている八王子市、府中
市が含まれている。発生源別にみると、総苦情数
が少ないので強く述べることはできないが、一般
の比率が94.4%である。第lグループ市部と比べ
ても、一般により特化された形で苦情が発生して
いることになる。
第3グループ
残りの 18市区町村が含まれる。 23区において
は、住宅系用途地域と近隣商業地域に引き続き、
練馬区が第3グループに含まれている。
また、市部においては、各鉄道が交錯し乗車人
員の少ない駅が多い小平市は、近隣商業地域では
第1グループ (0.171件)に含まれていたが、商業
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図10 準工業地域における苦情の地域分布
となっている。
また、地域分布の規定要因については、準工業
地域は住工が混在しているため、①工場と住居の
位置関係、②工場の規模や技術レベル、③各地域
によって異なる規制の厳しさ、④住民の属性、各
地域の地域イメージ等による自己規制等が考えら
れ、単純には記述できない。より焦点を絞った個
別の研究の蓄積が待たれるところであろう。
第1グループ
23区においては、江戸川区、葛飾区、墨田区、
荒川区、板橋区、豊島区、文京区、新宿区、目黒
区、世田谷区の10区部、市部においては、狛江
市、三鷹市、小平市、東久留米市、瑞穂町、羽村
市の 6市町部、計16市区町部が含まれる。
23区においては、荒川|、隅田川流域に位置する
中小工場街が住工混合地域としては有名であるが、
この他にも、新宿区、豊島区、文京区が含まれる
副都心地域は出版、印刷業が総事業所数の約7割
を占めており、その中でも特に文京区から新宿区
にかけての神田川沿いは都内でも有数の中小工場
集積地であり、注意が必要である。また、この他
で注目すべきは、住宅地のイメージが強い世田谷
区や、城南地域の中では大田区や品川区ほどに工
場立地のイメージの強くない目黒区が含まれてい
ることである。発生源別にみても、工場42.8%、
指定作業所5.0%、建設作業場21.3%、一般30.9%
であり、工場以外の発生源にも注意しなければな
らないことを示している。
市部においては、工場立地のイメージが強い地
域が多い。三鷹市の「通信機械器具製造業」小平
市の「タイヤ、チューブ製造業」、東久留米市の
「運動用具製造業」は地域の大規模事業所の影響を
受けた業種がそのまま地域の業種特性になった場
合であり、市内の工業の大きな部分をこれらの業
種が占めている。また、瑞穂町、羽村市は多様な
工場が立地している地域である。発生源別にみて
も、工場49.0%、指定作業所12.2%、建設作業場
10.2%、一般28.6%であり、 23区に比べて、工場、
指定作業所の比率がかなり上昇している。このよ
うに、市部においては、より工場、指定作業所に
重点をおいた対策が必要であろう。
第2グループ
23区においては、足立区、北区、江東区、大
田区、品川区の5区部、市部においては、八王子
市、町田市、稲城市、調布市、府中市、国立市、
日野市、立川市、福生市、昭島市、青梅市の11
市部、計16市区部が含まれる。
23区においては、発生源別にみると、工場42.5%、
指定作業所6.8%、建設作業場 18.6%、一般32.1%
であり、第1グループに比べると、それぞれの発
生源が微増または微減しており、一筋縄には解釈
できない。大田区のように、南部の工場街のイ
メージ通り、工場比率61.7%の区部がある一方、江
東区のように、小規模な印刷、出版業が集積した
地域であるが、工場移転とそれに伴うマンション
建設が都内で最も進んでいるため、建設作業、一
般が多くを占め、工場比率が31.7%に過ぎない区
部も存在する。このように、区ごとの対応が重要
になってくるだろう。
市部においては、青梅市、昭島市、八王子市、
日野市、府中市といった工場集積地が含まれてい
るが、第1グループほど苦情が起こりやすい地域
とはいえないことになる。その上、発生源別にみ
ると、工場36.8%、指定作業所9.3%、建設作業
場8.8%、一般45.1%と一般の比率が高い。より
日常生活の多方面に対する目配りが必要であろう。
第3グループ
残りの17市区町が含まれる。注目すべきは、
千代田区、中央区、港区の都心地域の 1haあたり
苦情数が少ないことである。この地域は、出版、
印刷業の集積地であり悪臭等の苦情が予想された
のだが、 1haあたり苦情数は少ない。その上、発
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生源別に見ても建設作業と一般が高い比率を占め
る (3区合計で建設作業52%、一般35%)結果
となった。
4. 5 工業系用途地域における環境苦情
前述のように、本稿では、用途地域区分でいう
工業地域と工業専用地域を統合して、工業系用途
地域とした。前者は、一部で住工混合地域が指定
されているが、おおむね工業機能の集積と育成を
図ることを目的として指定されている。そして後
者は、住宅の立地を防止することを指定基準とし
ており、工業の利便を増進するために定める地域
とされている。両地域とも準工業地域では許容さ
れないような環境への負荷が予想される工場や処
理場が立地する地域であるといえるだろう。
その中でも、 23区部は立地制限等の制約が多
いこともあり、大規模工業団地の多くが市町村部
に造成されている。事実、工場数は9割近くを23
区部が占めているが、 1工場あたりの出荷額や従
業員数は市町村部が23区を上回る。よって、工
業系用途地域は、より市町村部に重みをおいた環
境対策が必要な用途地域だといえよう。
図11のように各市区町村に分布している 1haあ
たり苦情数の平均値は0.104件であり、準工業地
域よりわずかに高くなっているがほぼ同じである。
工業系用途地域
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よって、環境対策も、地域ごとというよりは工場
を単位として行うべきであろう。しかし、図12
のようにやや強引に地域特性を見出すならば、
23区の城東、城北地域、および多摩北東部の地
域に苦情が発生しやすいといえるだろう。
. D.047-0.533 (13) 
図a∞7-0JU7 (4) 
口 0-0.07(13) 
図12 工業系用途地域における苦情の地域分布
しかし、この用途地域の苦情数平均値を発生源
別にみると、工場 51.7%、指定作業所 7.3%、建
設作業場 15.9%、一般25.0%である。準工業地域
に比べると一般の比率が低下し工場の比率が高
まったことによって工場比率が過半数に達したが、
依然として工場以外の発生源も無視できない。
第 1グループ
23区においては江戸川区、墨田区、葛飾区、足
立区、荒川区、北区、板橋区の7区部、市部にお
いては青梅市、瑞穂町、羽村市、武蔵村山市、東
大和市、立川市の6市部、計13市区町部が含まれ
る。
23区においては、城東、城北地域全体が含ま
れているが、中でも葛飾区、墨田区、荒川区にお
いて 1haあたり苦情数が高い(葛飾区 0.226件、
墨田区 0.192件、荒川区 0.179件)。発生源別にみ
ると、工場 50.4%、指定作業所 4.2%、建設作業
場21.0%、一般24.4%である。工業系用途地域全
体とほぼ同じ構成だが、工業系用途地域全体より
図1 工業系用途地域における 1haあたり苦情数 もわずかながら工場の比率は下回り、建設作業の
比率が上回っている。
また、 1haあたり苦情数の地域分布については、 市部においては、武蔵村山市は、 1工場あたり
工業系用途地域に指定されている市区町村が54市 面積が41100m2で都内最高であり、大きな環境負
区町村中 30市区町村だけであり、最も地域的な偏 荷が起こる危険がある。また、青梅市、瑞穂町、
りがある用途地域だといえよう。 1haあたり苦情 羽村市は、多様な工場が立地している地域であり、
数においても何らかの地域特性を想定しにくい。 個別の対応が必要であろう。中でも羽村市は極端
170 総合都市研究第78号 2002
に1haあたり苦情数が高く (0.533件)注意が必要
である。しかし発生源別にみると、工場53.0%、
指定作業所6.1%、建設作業場 12.1%、一般28.8%
であり、工場以外の発生源にも注意が必要である
点には変わりがない。
このようにほとんどの地域が工場を発生源とす
る苦情の割合は半数程度かそれ以下である。しか
し、江戸川区と瑞穂町は、それぞれ 83%、79%
が工場発生源であり、より工場に重点を置いた対
策が必要であろう。
第2グループ
23区においては大田区、江東区の2区部が、市
町部においては八王子市、日野市の2市部、計4
市区(注(14))が含まれる。
市町村部の全工場の約2割に当たる 1714工場
が集中している八王子市や、工場立地地域のイ
メージが強い大田区や江東区は、この分析では、
それほど苦情が発生しやすい地域とはいえないこ
とになる(八王子市0.04件、大田区0.03件、江東区
0.007件)。
第3グループ
残りの 13市区町村部が含まれる。苦情数が4
件以下であったのでここではこのグループ。に入っ
ているが、あきる野市には米軍横田基地が立地し
ており、「爆弾装てん組立業」が盛んである。注
意が必要な市部であろう。
5.結語
以上、環境苦情の観点から東京都の地域特性を
概観してきた。その結果、①1haあたり苦情数は、
各用途地域間で差異があり、②1haあたり苦情数
の地域分布のあり方も各用途地域で相違している、
という 2点が確認された。そして、最後に、本稿
での分析の中から、東京都の用途地域別環境政策
に提言できることを概述すると、以下の5点とな
る。
1. 1 haあたり苦情数は、①商業地域②近隣商業
地域③工業系用途地域④準工業地域⑤住宅系用途
地域の順で高くなっており、商業地域と住宅系用
途地域の聞には2倍以上の格差が見られた。用途
地域別の環境対策の際には、個々の苦情の質と共
にこのことも考慮に入れるべきであろう。
2.住宅系用途地域、近隣商業地域、商業地域
の3用途地域においては、一般を発生源とする
苦情の比率が高いことが論理的に妥当であり、事
実そのようになっていたが、 23区に対し、市町
部ではより一般に特化した形で苦情が発生してい
た。市町部においては、より苦情のあり方が捉え
にくいことを念頭におくべきである。
3.近隣商業地域と商業地域では、 1haあたり苦
情数の地域構成に大きな差異が見られた。両地域
の環境対策においては、全く違った2種類の地域
構成を念頭におくべきである。
4. 準工業地域、工業系用途地域においては、
両地域とも工場以外の発生源からの苦情がかなり
の比率にのぼり、それらにも注意が必要である。
5. しかし、その上で、準工業地域、工業系用
途地域においては工場、指定作業所への対策も重
要である。地域的には、①23区部においては、
城東、城北地域の工場集積地域はもちろん、台東
区、新宿区、世田谷区、目黒区でも注意が必要で
ある。その反面、工場立地のイメージの強い大田
区や江東区では 1haあたり苦情数は特に多いわけ
ではなかった。②市町部においては、南北に分け
ると、北部の地域の多くが、より工場に重点を置
いた対策が必要なのに対し、南部では、より一般
に重点を置く必要がある。
たしかに用途地域別の環境対策は、環境苦情だ
けを想定して行われているのではない。しかし、
適切な土地利用誘導や環境対策とは何かを検討す
るに当たって、その土地に生活上かかわりを持つ
人々の声に耳を傾けることは重要である。本稿が
そのための第一歩となれば幸いである。
付記
本稿の作成にあたっては、東京都立大学の森
岡、中尾、松本先生および東京都情報連携課の服
部様に大変お世話になった。ここに感謝の気持ち
を表したい。また、本稿は東京都立大学総長特別
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研究費を受けて執筆したものである。
:主
1)環境苦情という用語は公式なものではない。都の
文書等では、典型7公害等に関する苦情を公害苦
情という用語で呼称している。しかし、本稿では、
第3章で述べられたような時代の流れを意識して
環境苦情という用語に振り替えた。
2) この件数は、一つの発生源について複数の苦情が
寄せられた場合、そのまま複数の苦情数としてカ
ウントしたものである。しかし本稿で使用する用
途地域別苦情数の場合は、発生源を同じくする苦
情は、例え複数寄せられでも一件としてカウント
するため、合計数は7458件とやや少なくなってい
る。
3)苦情といっても、苦情主が個人であるか集団であ
るか、また直接行政窓口を訪れるか電話等の通信
手段を使うか、そして苦情の切迫性、重大性など
様々に分類できるであろうが、現在、東京都では
そのような分類は行っておらず、一括して苦情と
して受け付けているという。
4)現在では、法改正により、 12用途地域に分類され
ている。
5) しかし用途地域指定面積が極端に小さい場合、極
端に少ない苦情数でも 1haあたり苦情数が高い値
になってしまう場合がある。このような場合を統
制するため、本稿では年間の苦情数が 4件以下の
場合は、一括して 1haあたり苦情数を0.001件とし
て処理する。ただし 4章の分析において個別に各
市区町村に言及する場合にはこのような処理を加
えていない数値を述べる。
6)例えばガソリンスタンド、レディミクスコンク
リート、材料置場、廃油処理場等である。
7)苦情数O件の市区町村が全体の 3分の 1を超えた
場合には、 3等分できなくなる。この場合は、 O件
を含むグループと最も苦情数が多いグループを同
数とすることを原則とする。
8)図4では、住宅系用途地域に指定されている土地
が皆無である市区町村は地図化されていない。こ
のことは、これ以降の 4用途地域の地図において
も同様とする。
9)小数点第2位以下を四捨五入した。また、これ以
降の4用途地域も同じ操作をしている。
10)各グルーフ。の23区部/市部における苦情数の発生
源別比率を記述するのは、以降の用途地域におけ
る各グループの分析においても同じなので、以降
は単に「発生源別に見ると」と記述する。
11) もっとも、これは住宅系用途地域に限ったことで
はなく、全ての用途地域における都心部、副都心
部で建設作業場を発生源とする苦情の比率が高く
なっている。
12)第3グループにおいては、各カテゴリーの苦情数
が極端に少ないため、発生源別から見た特性につ
いては述べないこととする(以降の用途地域におけ
る第3グループも原則として同じである)。
13)指定作業所が23区に比べて高くなってはいるが、
苦情数が極端に低いためここでは言及を控える。
14)このグループでは、各カテゴリーの苦情数が極端
に少ないので発生源別の比率を述べることはでき
ない。
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The purpose of this paper is to argue about the environmental measures on every use zones refeηed 
by Environmental fundamental plan of To匂oMetropolis. To attain this purpose， 1 examine the area 
peculiarity of Tokyo Metropolis by using the environmental claim as an indicator.羽市Y1 use the 
environmental claim is that the environmental claim is the phenomenon which occurs in wide-range-
zones 企omhousing-use zones to industrial剛usezones. 
On the process of analysis， use zones is divided into 5 zones to correspond with Environmental 
fundamental plan of Tokyo Metropolis. And at every 5 zones， quantity of environmental claim per lha 
which had been訂rangedevery 54 municipalities of the Tokyo Metropolis is classified into 3 groups. 
Finally， 1 analyze al this groups to grasp area peculiarity ofTokyo Metropolis. 
The results found that①Between 5 use zones， quantity of environmental claim per 1 ha has 
differentials to each other，②Between 5 use zones， area construction in al Tokyo Metropolis area has 
separate to each other. Moreover， 1 presented some findings that suggest to environmental measures of 
Tokyo Metropolis. 
